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“データ主導社会の実現”に向けて 

現実世界 

センシング、デジタル化、データの変換・抽出等 
利活用サービス 

ＡＩ 

データが蓄積 

ビッグデータ 

データを基に分析 
サイバー空間 

社会課題 

分析結果や 

結果に基づく制御 

社会的課題の解決 

現実世界の 

データを送信 

現実世界へのフィードバッ
ク（新たな価値の創造） 

様々なモノ・機械・ヒト 

EMS 

自動運転 
スマート 
ファクトリー 

ヘルスケア 

労働力不足 
医療費増大 

資源枯渇 
介護負担増大 
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データ主導社会(Data Driven Society)  2 

社会インフラ管理クラウド 
（都市管理の高度化） 

教育クラウド 
（教育ノウハウの蓄積・活用） 

農業クラウド 
（ノウハウの形式知化） 
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課題発見→課題解決 

部分最適→全体最適 

過去分析→未来予測 

情報流通連携基盤 
(Data as a Service) 

デザイン思考 
（Open Innovation） 
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Syetem of Systems (SoS)としてのIoT  3 

 

機器層

ネットワーク層

プラットフォーム層

サービス層

IoTシステム IoTシステム IoTシステム IoTシステム

System of Systems (SoS)

オープンイノベーショ
ンによる課題解決 

Systemic Riskへの
対応の必要性 

Multi stakeholderに
よる協調 

２ 



IT投資の日米比較  4 

（参考）「平成28年情報通信に関する現状報告」（「情報通信白書」）より引用。 

これまでのIT予算を増額する企業における増額予算の用途 
（日米比較） 

※出典：一般社団法人 電子情報技術産業協会（JEITA）、IDC Japan（株）「ITを活用した経営に対する日米企業の相違分析」調査結果（2013年10月） 



立ち遅れているデータ利活用  5 
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IoT導入状況（2015年）と今後の導入意向（2020年） 日本企業のデータ利活用状況 

（出所）「平成28年情報通信に関する現状報告」（「情報通信白書」） 

① ② 



日本再興戦略改訂２０１６（２０１６年６月閣議決定）  6 

～第４次産業革命の実現～ 



ﾈｯﾄﾜｰｸ等のIoT関連技術 
の開発・実証、標準化等 

 IoT／ビッグデータ／人工知能時代に対応し、企業・業種の枠を超えて産学官で利活用を促進するため、総務省及び経済産業省の
共同の呼びかけのもと、民主導の組織として「IoT推進コンソーシアム」を設立。（平成27年10月23日（金）に設立総会を開催。） 

 技術開発、利活用、政策課題の解決に向けた提言等を実施。             （会員法人数2,278社（平成28年8月1日現在）） 

IoTセキュリティＷＧ 

IoT機器のネット接続に 
関するガイドラインの検討等 

先進的ﾓﾃﾞﾙ事業推進ＷＧ 
（IoT推進ラボ） 

先進的なﾓﾃﾞﾙ事業の創出、
規制改革等の環境整備 

  総 会 
 
 運営委員会 （15名） 

 会長 
 副会長 

総務省、経済産業省 等 

協力 協力 

 村井 純  慶應義塾大学 環境情報学部長兼教授 

 鵜浦 博夫 日本電信電話株式会社 代表取締役社長 
 中西 宏明 株式会社日立製作所 執行役会長兼ＣＥＯ  

会長 

副会長 

運営委員会メンバー 委員長 村井 純 慶應義塾大学 環境情報学部長兼教授 

データ流通促進ＷＧ 

大久保 秀之 三菱電機株式会社 代表執行役 須藤 修 東京大学大学院 教授 

越塚 登 東京大学大学院 教授 堂元 光 日本放送協会 副会長 

小柴 満信 ＪＳＲ株式会社 社長 徳田 英幸 慶應義塾大学大学院 教授 

齊藤 裕 株式会社日立製作所 副社長 野原 佐和子 イプシ・マーケティング研究所 社長 

坂内 正夫 情報通信研究機構 理事長 程 近智 アクセンチュア株式会社 会長 

志賀 俊之  産業革新機構 会長（CEO） 林 いづみ 弁護士 

篠原 弘道 日本電信電話株式会社 副社長 松尾 豊 東京大学 准教授 

データ流通のニーズの高い
分野の課題検討等 

技術開発ＷＧ 
（スマートIoT推進フォーラム） 

ＩｏＴ推進コンソーシアム 7 



ＩｏＴ分野の海外連携 8 

■ IoT推進コンソーシアムは、インダストリアル・インターネット・コンソーシアム（IIC）及び 
  オープンフォグ・コンソーシアムと、IoT分野の包括的な協力について、10月3日に覚書を締結。 
 

■ 事務局相互の情報交換に加え、IoT分野における①ベストプラクティスの共有、 
  ②研究プロジェクトの協力、③標準化に関する協力、④共同セミナーの定期的開催 について連携。 

IICの概要 
オープンフォグ・ 
 コンソーシアムの概要 

■ AT&T、CISCO、GE、IBM、INTELの 
 5社が創設メンバーとなって、産業市場に 
 IoT関連のテストベッドや認証を行う団体 
 として設立されたもの。（2014年３月設立） 
 

■ 日本企業は、日立、東芝、三菱電機、富士電機、 
  富士通、NEC、富士フイルム、トヨタ、ルネサス、 
  リコーの10社が参加。 

各関係組織・技術・標準の活動に 
一つの方向性に統合すること 

■ 英国のARM、米国のデル、マイクロソフト、 
 シスコシステムズ、インテル、プリンストン大学の 
 ６者が創立メンバーとなって、Fog Computing 
 （フォグコンピューティング）を推進する団体 
 として設立されたもの。(2015年11月設立） 
 
■ 日本企業は、東芝、富士通、さくらインターネット 
  の３社が参加。 



ICT分野の国際競争力ランキング  9 

2 

1 

5 

1 

7 

4 

3 

5 5 

8 

9 

7 7 

米国 5位 

7 

15 

12 

10 

9 

12 

15 

13 

15 

10 

7 

9 

8 英国 8位 

14 

20 

24 

14 

19 

9 

11 

15 

10 

12 

11 

10 

12 

韓国 13位 

20 

12 

8 

16 

14 

19 

17 

21 

19 

18 

21 

16 

10 日本 10位 
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（参考）2016年ランキング 

1位 シンガポール 

2位 フィンランド 

3位 スウェーデン 

4位 ノルウェー 

5位 米国 

6位 オランダ 

7位 スイス 

8位 英国 

9位 ルクセンブルク 

10位 日本 

出典：World Economic Forum The Global Information Technology Report 各年版 

https://www.weforum.org/reports/the-global-information-technology-report-2016/ 



事業化・産業化 

フェーズ 

製品化 製品展開 

研 究 開 発 フ ェ ー ズ  
実行可能性・実現可能性     実用性検証          コンセプト     実証    開発 

死の谷 

戦略的情報通信研究開発推進事業（SCOPE） 
ICTイノベーション 

創出チャレンジプログラム 
（I-Challenge!） 

 
 

• 一般枠：上限500万円/年 
• 若手育成枠：上限300万円/年    
• 地域ICT振興枠：上限300万円/年 
• 異能vation：上限300万円/年（繰り返し
応募可） 

 
 

• ベンチャー企業等とベンチャーキャ
ピタルをマッチングさせた上で支援 

  企業等は上限１億円/年 
  VCは上限1,000万円/年 

 
 

• 一般枠： 
 上限3,000万円/年×最長２年 
• 若手育成枠： 
 上限1,000万円/年×最長２年 
• 地域ICT振興枠： 
  上限1,000万円/年×最長２年 等 

総務省における取組 

国立研究開発法人情報通信研究機構(NICT)における取組 

NICTでは、国のＩＣＴ政策との密接な連携の下、大学や民間企業では実施できないような長期間に
わたり組織的に推進すべきＩＣＴ分野の基礎的・基盤的な研究開発を実施 

基礎的・基盤的技術の研究開発 

フェーズI： 

実行可能性や実現可能性の検証 

フェーズII： 

シーズについての実用性の検証 

フェーズIII： 

事業化に向けたビジネスモデルの実証 

（試作品等の開発支援） 

言葉の壁のない社会の実現を 

目指す多言語音声翻訳技術の 

研究開発 

（研究開発の例） 

大容量・長距離光伝送に必要と
なる信号処理技術の研究開発 

光伝送で生じる波形のひずみをリアル
タイム補償する信号処理回路（DSP-

LSI） 

省電力かつ柔軟な構成を可能と
するワイヤレスネットワーク技術
の研究開発 

① ② 
③ 

①（株）スマートドライブ 
 自動車の状態や運転 
 特性の確認が可能な 
 アプリとデバイスの開発 

②サイマックス（株） 
 トイレに関するデータから 
 病気の予兆を知らせて 
 くれるサービスの開発 

I-Challenge!採択案件におけ
る 

民間企業による事業化の期待事例 

NICTの研究成果を踏まえた民間
企業による事業化事例 

研究開発成果の技術移転 

成田国際空港 
 NariTra (2011.12) 

au おはなし 
アシスタント(2013.7) 例）多言語音声翻訳 

     アプリ 

産学官連携による社会展開の推進 

例）電力スマートメータ 

     （国内約8,000万台） 
     へのWi-SUN導入 

総務省直轄研究による製品化の加速化 

例）光ネットワークの 

   100G DSP-LSI製品化 
  (ピーク時に世界シェア50%) 

ICT分野のイノベーション創出に向けた技術戦略 10 



主要ベンチャーキャピタル等が参加 

「I-Challenge!」 “ICTイノベーション創出チャレンジプログラム” 
ベンチャー企業や大学等による新技術を用いた事業化への挑戦を支援 

 

 

 

 

 

 

    

プロトタイプ 
試作・デモ 

知財化 検証 

ビジネスモデルの実証 

大企業等との 

マッチング 

ライセンシング 

ＩＰＯ 

Ｍ＆Ａ 

新サービス 

投入 

民間資金の呼び込み 

コンセプト検証 (PoC : Proof of Concept) 

事業化 

チームを組んでビジネスモデルの実証に取り組む 

◆補助金 ①１億円以内※ （間接経費30％含む) （補助率 企業：2/3、大学等： 10/10） 
      ②1000万円以内※（一般管理費10%含む） （補助率：2/3） 

事業化支援の専門家 
（ベンチャー 

キャピタル等） 

事業化を目指す 
ベンチャー企業等 

【事業イメージ】 

公募（常時応募可能） 

①研究開発機関 
（ベンチャー企業 
  ・大学等） 

②事業化支援機関
（ベンチャー 
  キャピタル等） 

11  事業化への支援 「I-Challenge !」 

※応募機関が非常に多いため、平成28年度については、①研究開発機関への補助金交付額 

  は1件あたり年間5,000万円程度、 ②事業化支援機関への補助金交付額は500万円程度に 

    抑えることで、2～4件の採択を予定 



研究開発機関：株式会社スマートドライブ／事業化支援機関：株式会社セールスフォース・ドットコム 
課題名：自動車のOBD-IIとスマートフォンの連携を用いたテレマティクスデータ活用技術 

     I-Challenge!採択技術開発課題（H26)① 
12 



研究開発機関：株式会社プラントライフシステムズ／事業化支援機関：株式会社TNPオンザロード 
課題名：ICTを利活用した栽培支援最適化システムの開発 

     I-Challenge!採択技術開発課題（H26)② 
13 



研究開発機関：株式会社エクスメディオ／事業化支援機関：合同会社ＳＡＲＲ 
課題名：画像および問診データによる皮膚疾患識別技術 

     I-Challenge!採択技術開発課題（H27)③ 
14 



I-Challenge!採択技術開発課題（H27)④ 

研究開発機関：株式会社Ｚ－Ｗｏｒｋｓ／事業化支援機関：株式会社ケイエスピー 
課題名：「がんばらない介護」を実現するIoT支援ツールの開発 

15 



I-Challenge!採択技術開発課題（H27)⑤ 

研究開発機関：サイマックス株式会社／事業化支援機関：株式会社ジャフコ 
課題名：小型のバイオセンシング技術を活用したトイレ取付型健康チェック装置とサービスの開発 

16 



人工知能技術戦略会議の設置（2016年4月） 

「未来投資に向けた官民対話」における総理指示（2016年４月）を受け、2016年4月に「人工知能技術戦略会議」
を設置。本会議が司令塔となり、その下で総務省・文部科学省・経済産業省が連携し、人工知能（AI）技術の 

研究開発を推進する。 

【参考： 総理指示】 

「人工知能の研究開発目標と産業化のロードマップを、本年度中に策定します。そのため、産学官の
叡智を集め、縦割りを排した『人工知能技術戦略会議』を創設します。」 

研究連携会議（センター長会議） 

○研究の総合調整（具体的な研究連携テーマを了解） 

出口分野の省庁／企業等 

成果の展開 

人工知能技術戦略会議 

○AI研究開発・イノベ-ション施策の３省連携の司令塔 

（議長、顧問（CSTI）、５法人の責任者、学術界、３省の局長、産業界） 

（３省で共同事務局） 

産業連携会議 
 

○研究開発と産業の連携総合調整（人材育成、標準化・ロード

マップ作成、技術・知財動向分析、規制改革分析等） 

情報通信研究機構 
（総務省） 

CiNetセンター長：柳田 敏雄 

理化学研究所 
革新知能統合研究センター 

（文部科学省） 
センター長（内定者）：杉山 将 

産業技術総合研究所 
人工知能研究センター 
（経済産業省） 
センター長：辻井 潤一 

協力 

タスクフォース 

○例えば、ロードマップの策定など、課題ごとにタスクフォースを設置

して具体的に推進 

17 

議長： 安西 祐一郎（独立行政法人日本学術振興会 理事長） 

【議長】内山田 竹志 トヨタ自動車株式会社代表取締役会長 

    小野寺 正 ＫＤＤＩ株式会社代表取締役会長 



情報通信審議会 第２次中間答申（2016年７月） 

第２次中間答申においては、IoT/ビッグデータ/AI時代において、我が国経済が国際競争力を維持・強化し、持続的な
成長を図るために、国・NICTが今後取り組むべき技術戦略として、分野別の推進方策（Ⅰ 次世代人工知能推進戦略、
Ⅱ スマートIoT推進戦略）と横断的な推進方策（Ⅲ 人材育成戦略、Ⅳ 標準化戦略）について取りまとめ。 

Ⅰ次世代人工知能推進戦略 

小型のIoT機器にも搭載可能な超小型かつ省電力
で自ら学習する高性能な次世代人工知能（AI）等の
実現を目指す。  

ⅡスマートIoT推進戦略 

安全・安心な生活や多様な経済活動の生産性向上を図るため、
自動制御・自動走行技術を実装した自律型モビリティシステム※ 

等の実現を目指す。（※電気自動車、支援ロボット、ドローン等） 

情報の伝送遅延を 
最小化したIoT共通
プラットフォーム 

リアルタイムに 
更新される高度 
地図データベース 

ビッグデータから知能
を創造する研究 

脳機能に学び知能を
創造する研究 

融合 
電気自動車、
支援ロボット、 
ドローン 等 

自律型モビリティシステム等の実現 

どうしたい・どうありたいかを 
話す・考える・身振り手振りで伝えると 

コンピュータは自分で必要な知識・情報を 
学び、考え、人を支援。 

次世代人工知能（AI）の実現 

環境・状況・制約を認知して、省電力で 

自ら学習する高性能な人工知能の実現が期待 

効率の良い通信方式により、 

高度地図情報のリアルタイム更新・配信 

自動走行技術等の社会実装を加速化し、 

安全・安心で快適な社会の実現 

過疎地向け電気自動車 

各種の自律型モビリティ 

システム（電気自動車、 

電動車いす等） 

多様な応用分野 

（ロボット、ドローン等） 

荷物運搬用自動飛行ドローン 

情報の伝送遅延を最小化したIoT共通プラットフォームと 
高度地図データベース等による自律型モビリティ社会の実現が期待 

現在の人工知能研究 
（ディープラーニング、 

ニューラルネットワーク） 

脳科学の知見 
（脳活動と知覚・行動 

との関係の解明） 

融合 

統合 統合 

分野別の推進方策 

18 



総務省所管の国立研究開発法人 情報通信研究機構（ＮＩＣＴ）を中心に、「言葉の壁」を越えたコミュニ

ケーションの実現を目指した「多言語音声翻訳システム」を開発。現在は無料のスマートフォンアプリ

「VoiceTra」として利用が拡大。 

現在 

 一部テキスト入出力のみを
含めて31言語に対応 

 日英中韓を含め10言語の旅
行会話で実用レベル（英語は
TOEIC600点レベル）の翻訳
が可能 
（音声認識、翻訳に 

人工知能を活用） 

スマートフォンアプリ 

VoiceTra 

2020年 

研究開発と大規模実証を経て、 
東京オリンピック・パラリンピック競技大会
が開催される2020年までに社会実装  

→ 全国展開 

医療など、旅行会話以
外の翻訳を可能にする 

実用レベルで翻訳可能
な言語数を拡大する 

多様な言い回しへの対
応や、雑音除去、自動
学習等の研究開発 

性能向上に向けた取組 

VoiceTraサポートページ：
http://voicetra.nict.go.jp/ 

ダウンロード用 
QRコード 

空港 

スポーツイベント 
成田空港専用翻訳
アプリ”NariTra” 

(NICTが技術移転) 

京急電鉄は乗換や
遺失物等の案内に
試験活用 

東京メトロは同
社管理の全170

駅に導入 

岡山県警が、地
理案内、遺失物
申請等に活用 

警察 

東京マラソン
2015、2016で
救護所やボラン
ティアが活用 

鉄道 

多言語音声翻訳技術の研究開発（NICT） 19 



災害時のSNS情報分析システム”DISAANA” 20 

救援団体や住民等 

DISAANA 

○ SNS（ツイッター）上の災害関連情報をリアルタイムに意味的に深く分析・整理し、一刻を
争う中での適切な状況把握・判断を行うためのシステム 

○Web上に無償で一般公開され、誰でもPCやスマホから使用可能。 

回答を地図上に表示し、
被災状況を俯瞰可能 回答をピンポイントに抽出 

指定自治体の被災報告を自動抽出 質問：「どこで救助を待っているか」 



”DISAANA”の特徴：自然言語処理技術の活用 21 

被災した宮城県では何が不足しているのかしら？ 

宮城 不足 検索 

仙台市ではガスボンベが足りません 

石巻ではガソリンが枯渇している 

名取の〜では紙オムツが売り切れ 

気仙沼では薬がない 

宮城県では毛布が不足しています 

若林区では飲料水が見つからない 

宮城ではトイレが不足の模様 

宮城では燃料が不足しているかも 

人工知能（自然言語処理技術）の活用が必要 

キーワード検索では見つからない 

キーワード検索で見つかる 



 
○  NICTが「多言語音声翻訳」「脳情報通信」等の研究開発を通じて蓄積してきた言語情報データ、脳情報モデ
ル等について、NICTの実証ネットワーク（JGN）を通じて全国規模で利用可能とし研究開発と実証を加速する
『最先端AIデータテストベッド』を構築。 

最先端ＡＩデータテストベッドの整備（H28補正） 
 

【２８年２次補正予算：２２．０億円】 

事業イメージ 

ビッグデータ・深層学習・脳科学のAI関連分野 
ビッグデータ提供設備 

『最先端ＡＩデータテストベッド』 

大学、ユーザ企業等 

NICTが蓄積してきたAI関連データ等 

産学官のオープンイノベーションによるAI技術開発と社会実装の強力な推進 

• AIによる分析・解析の土台となる基本データベースの構築 
• 基礎データ収集・提供システムの整備 等 

多様な経済分野でのビジネス創出、持続的な経済成長の実現 

NICTの実証ネットワーク（JGN）経由
で全国規模（１７箇所）で利用可能 

研究成果の早期社会実装の推進 

スマート工場 

自動運転 

医療・介護 

物流 農業・建設土木 

人間の眼をはるかに 
上回る空間映像認識 

 

収集・分析・ 
分類・構造化等 

開発・実証 

NICTの研究設備も共同研究で利用可能 

高齢者のアシストロボットの実現 

食品・薬品 

大規模ソーシャルデータの統合解析 
最先端AI頭脳の実現 

Web40億ページの 

言語情報データ 高精細な脳情報モデル 

開発・実証 

開発・実証 開発・実証 

22 



“ＩｏＴ/ビッグデータ/ＡＩ情報通信プラットフォーム”社会実装推進事業（H29) 23 

【H29要望額：12.0億円】 



AIネットワーク社会推進会議 24 

※ 「推進会議」（検討体制）は、産学民官のステークホルダーが参加する 
  公開の議論の場（イベント）として「ＡＩネットワーク社会推進フォーラム」を開催。 

 → 「フォーラム」においては、「推進会議」の検討結果等に関し、産学民官で議論。 

 

ＡＩネットワーク社会推進会議 （検討体制） 
   

 

   ＡＩネットワーク化をめぐる社会的・経済的・倫理的・法的課題に関する 
   国内外の産学民官の議論 

インプット 対話・連携 

ＯＥＣＤ、Ｇ７等 各国関係機関、国内外の産学民の団体等 

開発原則分科会 影響評価分科会 

ＡＩネットワーク社会推進フォーラム （イベント） 

開催 
産学民官のステーク 

ホルダーが参加して 

議論する公開の場 

 ＡＩネットワーク化検討会議  ＡＩネットワーク社会推進会議 



AI開発に関する８原則 25 

 

① 透明性の原則 

   ＡＩネットワークシステムの動作の説明可能性及び検証可能性を確保すること 。 

② 利用者支援の原則 

   ＡＩネットワークシステムが利用者を支援するとともに、利用者に選択の機会を適切に提供するよう配慮すること 。 

③ 制御可能性の原則 

    人間によるＡＩネットワークシステムの制御可能性を確保すること 。 

④ セキュリティ確保の原則 

     ＡＩネットワークシステムの頑健性及び信頼性を確保すること 。 

⑤ 安全保護の原則 

     ＡＩネットワークシステムが利用者及び第三者の生命・身体の安全に危害を及ぼさないように配慮すること 。 

⑥ プライバシー保護の原則 

     ＡＩネットワークシステムが利用者及び第三者のプライバシーを侵害しないように配慮すること 。 

⑦ 倫理の原則 

   ネットワーク化されるＡＩの研究開発において、人間の尊厳と個人の自律を尊重すること。 

⑧ アカウンタビリティの原則 

   ネットワーク化されるＡＩの研究開発者が利用者等関係ステークホルダーへのアカウンタビリティを果たすこと。 



欧米におけるAI開発原則等の検討状況 26 

米国 欧州 

政
府
機
関 

 ホワイトハウス 【2016年5月～】     
大学やＮＰＯ等とともに、4回のワークショップを共催し、ＡＩが社会

にもたらす便益とリスクに関し検討。意見募集を経て、10月に報告書
「ＡＩの未来に向けた準備」を公表するとともに、「国家ＡＩ研究開発戦
略計画」を策定。 

 欧州議会 【2016年4月～】    
法務委員会が2016年4月にロボット・ＡＩの法的・倫理的問題に関し

公聴会を開催。5月には、ロボットの民事法的ルールに関し報告書の
草稿を公表。10月には、関連するワークショップを開催。 

 英国下院科学技術委「ロボティクスと人工知能」 【2016年10月】 
ロボット・ＡＩに関する社会的・倫理的・法的問題を検討した上で、ＡＩ

の開発・利用に関する原則を検討して政府に勧告するとともに衆議を
促すための委員会を大英図書館の下に設置するよう提言。 

企
業
、
大
学
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
等 

 （Amazon、DeepMind/Google、Facebook、IBM、Microsoft）  
Partnership on AI  【2016年9月～】  
ＡＩ技術のベストプラクティスを研究して形成し、AIに関する公衆の

理解を向上させ、ＡＩ及びその社会的影響に関する議論と関与のため
のオープンなプラットフォームとするために設立。 

 （スタンフォード大学） One hundred year study of Artificial 
Intelligence （Stanford AI 100） 【2014年12月～】   

   ＡＩが法制度、経済、社会等にもたらす長期的影響を調査。 

  Future of Life Institute（FLI） 【Jaan Tallinn（Skype共同開発者、   

DeepMind共同出資者）等、2014年3月～】  
研究者、起業家等からなるボランティアベースの団体。頑健かつ

有益（Robust and Beneficial）なＡＩを実現するための研究等を実施。  

 Open AI    【Elon Musk（テスラモーターズCEO）等、2015年12月～】  
安全なＡＩを構築して、ＡＩの便益が可能な限り広範に等しく配分さ

れることを目指して設立された非営利団体。 

 We Robot   【Michael Froomkin（マイアミ大学教授）等、2012年
4月～2016年4月までに５回】  
事故時の責任、プライバシー、人種差別等、ロボットに関する法的

問題について議論。 

 （サンタナ大学（伊国）等）  RoboLaw：ロボット技術に対する
法と倫理」   【2012年3月～2014年5月】  
ロボット技術が現行の法的枠組みに適合し得るものであるのかを

広範に調査・考察し、ロボット技術の発展が今後の社会規範、人々の
価値観、社会的行動プロセスに与える影響を予測。 

 英国規格協会「ロボット及びロボットシステムの倫理的設計・
利用のためのガイド」   【2016年4月】  

   ロボットの開発者が遵守すべき倫理的基準を提示。 

 （オックスフォード大学哲学部） Future of Humanity Institute 
（FHI）  【2015年～】  
技術が人類の未来に与える影響に注目する視点から、ＡＩの制御可

能性や安全性等について学際的に研究。 

 （ケンブリッジ大学） 未来のインテリジェンスのためのレバー
ヒューム・センター（LCFI） 【2015年12月～】   

人類に利益をもたらすためのＡＩの在り方について、コンピュー
タ科学、認知学、哲学、社会学等多分野の研究を推進。 



サイバー空間とリアル空間の融合に向けた課題 27 

 
サイバー空間の“トラスト” 

の実現 

 
 

データ主導社会の実現 
 
 
 
 

 
 
 

社会経済システムの 
超グローバル化 

 
 
 
 
 

 
サイバー空間と 
リアル空間の融合 

 

 
■デジタル包摂（社会的公正の実現） 
■ネットワーク中立性の確保 
■ネットワークの可用性の強化 
        （SDN/NFVの社会実装） 

 

■法制度の国際的調和（データ保護主義
の打破） 
■グローバルコネクティビティの実現 
■サイバー安全保障 

 

 
■インターネットの自由 
    （インターネットガバナンス） 
■セキュリティとプライバシーのバランス 
■データの真正性の確保 

 



Any Question? 


